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ＪＩＣＡ（国際協力機構）での実務経験を活かし、
社会的価値を実現するプログラムマネジメントを研究

国際共創学部 国際共創学科

沖浦 文彦（おきうら ふみひこ） 教授

■ JICAで25年ODA実務経験。2024年新設の国際共創学部で初代学部長に就任した、国際協力のプロフェッショナル。
沖浦文彦教授は、ＪＩＣＡにて約25年間ＯＤＡ（政府開発援助）の実務に携わり、その経験を通じて事業マ

ネジメントの観点より国際協力をはじめ「支援」の特徴、あるべき姿を研究、2024年4月、国際共創学部長に就
任しました。沖浦教授は、国際協力など「支援」における活動を「外部介入」と捉え、当事者と介入者の目的
のズレなどに難しさがあるとしています。また、特に国際協力では日本と相手国で文化、価値観、社会システ
ム、自然条件などが異なるため、日本の経験そのままでは上手くいきません。これらの差異を前提として、共
に新しいものを創り出す「共創」が必要であり、マネジメントのあり方などを研究しています。

国際共創学部は、海外だけに目を向ける学部ではなく、日本国内のまちづくりにおいても、グローバルな視
点で考えることの重要性を強調しています。国際共創学部の学生を指導する沖浦教授は、このような観点から
対象を見る目、自らの立ち位置を明確にした上で、当事者に対してまちづくり団体が介入するという意味で、
日本のまちづくりも国際協力も「共創」が求められ、そのマネジメントが重要と考えます。

沖浦文彦教授 プロフィール 詳細はこちら⇒https://webj8.osaka-ue.ac.jp/ouehp/KgApp?resId=S001487
1966年生まれ、大阪府出身
経 歴：1991年大阪大学大学院環境工学専攻修了。2018年千葉工業大学大学院博士後期課程修了、博士（工学）。民間企

業、(独)国際協力機構(1994～2019年)、東京都市大学都市生活学部教授(2019～2024年)を経て、2024年4月より大
阪経済大学国際共創学部学部長。 

論 文：『災害リスク削減における被援助国の知識創造に貢献する政府開発援助（ODA）によるプロセス重視型の外部介入
のあり方提案』（共著、2024年、国際Ｐ２Ｍ学会誌 第18巻）

講 演：“A Study on Sustainable Urban Management with the Comparison of Cases in Japan and Vietnam through 
Program Management Framework ”（共同発表、2023年、THE 7TH ASIAN CONFERENCE ON INNOVATIVE ENERGY & 
ENVIRONMENTAL CHEMICAL ENGINEERING）

所属学会：国際Ｐ２Ｍ学会、日本都市計画学会、国際開発学会、化学工学会、地域活性学会。

国際協力
ODA 支援 都市開発

2024年8月8日

■高齢化が進むタイと高齢社会のトップランナー日本の「学び合い」による、ODAアプローチについて研究。

■人口が減少する日本と増加傾向にあるベトナムを比較し、持続可能な都市マネジメントのあり方を研究。
世界的に都市化が進む中、アジアの新興国でも都市化が進んでいます。しかし、国の総人口が近い将来減少

に転じる中、都市部の人口が恒久的に増加する可能性は不透明であり、都市マネジメントは人口の目下の増加
と将来の減少の両方に対応する必要があります。例えば現在ベトナムでは多くの都市開発が実施されています
が、2040年代中盤以降には国の人口は減少に転じると予想されます。日本では人口の減少により、人口増加時
に計画開発された郊外都市の「スポンジ化」が進んでいます。これは、計画当初は予測が難しかった住民の高
齢化や住宅の老朽化が原因です。沖浦教授は、日本の事例からベトナムの持続可能な都市マネジメントへの示
唆を与えることができると考察し、ベトナム・マレーシアとの共同研究を進めています。

高齢社会のトップランナーである日本では、高齢者介護は社会制度となっています。タイでも急速に高齢化
が進んでいますが、高齢者介護は「家族や親族、地域」を主とし、社会制度は補助的役割です。沖浦教授が携
わっている神奈川県湯河原町とタイの26自治体によるプロジェクトでは、湯河原町の高齢者ケアを紹介するだ
けでなく、タイの自治体の取り組みも共有する「学び合い」が行われて、その経験も踏まえて各自治体は自ら
判断し、実情に合わせた取り組みを進めています。沖浦教授は、この取り組みに支援「する側」と「される
側」という分断がないため、たとえ日本からの共有がなくなってもタイ側の学び合いと各自治体独自の試みは
続くことが期待されると考察し、国際協力を通じた複雑な課題へのアプローチとして研究を続けています。
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